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　いささか昔の話ですが、アメリカのNPOの
役員であるAさんに西海岸にてお話を伺った
ことがあります。アメリカでは多くのNPOが
市民から多額の寄付を集め、それを基に活発
に活動をしています。お話を伺ったNPOもそ
のようなNPOの一つでした。資金集めのこと
も含めてNPOの活動全般についてAさんから
ご説明を受けた後で、かねがね疑問に思って
いたこと―なぜ、わざわざ自分たちでお金を
集めて、自分たちで活動をするのか？なぜ、
政府にやらせようとしないのか？―をお尋ね
したところ、返ってきたAさんの答えは、「皆

（people）、政府（government）があまり好き
じゃないんですよ。」でした。
　この答えには続きがあります。
　「政府にお金や権限を渡すと、無駄なことを
したり、非効率なことをしたりしがちです。」
　「そんなことをするぐらいなら、自分たちで
お金を集めて、自分たちで必要なことをやる
ことの方を皆さん好むんですよ。」
　このAさんの答えを聞いたときに、アメリカ
での自治体の権能についての考え方と通じる
ものがあるのではないかと感じたところです。
　アメリカの地方制度は州により異なります
が、自治体の権能についての基本的な考え方
はディロン・ルール（Dillon’s Rule）である
と考えられるところです。ディロン・ルール
について簡単に説明をすると、自治体（local 
government）が行使できる権限は、①明文に
より与えられた権限、②明文で与えられた権
限に必然的にあるいは明白に含意・付随して
いる権限、③自治体の目的の達成に欠くこと
のできない絶対に必要な権限に限られるもの
であり、もし権限の存在に関して疑義がある

場合には自治体に不利な決定が行われる、と
いう考え方です。少々誇張して表現すれば、「自
治体は、州憲法や州法などにより明確に与え
られた権限だけを行使すべきものであり、そ
れ以外のことを行うべきではない」というこ
とになるのではないかと思います。
　ディロン・ルールの下では、新たに課題が
生じた場合には自治体は州議会からその対応
のために必要な権限を認めてもらわなければ
ならないという問題があるほか、州議会によ
る自治体への過度な干渉が行われるおそれが
あるなどの不都合が生じる可能性があります。
このため多くの州において、自治体に一定の
包括的な権能を認めることとなる「ホーム・
ルール」の導入などが州憲法や州法により行
われています。しかし、ディロン・ルールの
考え方自体が覆されているわけではありませ
ん。また、そもそもアメリカには住民が自治
体を設立するという「incorporation」の制度
が存在します。自治体を設立した場合に負担
することとなるコストと自治体を持つことの
メリットを比較考量したうえで自治体設置の
必要性を住民が判断するということであれば、

「自治体は、住民によって必要ありと明白に認
められた権限だけを行使できるものである」
と考えることは、それほど不自然なことでは
ないように思われます。
　冒頭のＡさんの答えは地方政府だけでなく
州政府や連邦政府も念頭に置いてのものと思
われますが、やはり同じような発想がその背
景にあるのではないかと感じたところです。
　政府（government）についてのこのような
考え方は、日本での政府（地方政府を含む。）
についての考え方とは対照的なもののように
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思われます。日本の場合は、「皆、政府があま
り好きじゃないんですよ。」のフレーズまでは
同じかもしれませんが、その後のセリフは「で
も、政府はもっといろんなことを、国民・住
民から言われなくともやるべきですよ。」とな
るような気がします。
　自治体の権能についての考え方も、アメリ
カと日本とでは大きく異なっていると考えら
れます。地方自治法第２条第２項は普通地方
公共団体の権能について定めていますが、同
項では「地域における事務……を処理する」
と書かれています。「地域における事務……を
処理する」とは、「普通地方公共団体が一定の
行政区域内において行政権能を担う統治団体
であり、住民福祉の向上を目的として、統治
の作用としての事務一般を広く処理する権能
を有することを明らかにするものである」（松
本英昭『逐条地方自治法』）と説明されている
ように、同項によって包括的に幅広い権能が
自治体に認められていると解されています。
ディロン・ルールの発想とは180度異なってい
るようにみえるところです。同項は地方分権
一括法により改正されて現在の形となったも
のですが、改正前の同条第３項では自治体が
処理する事務がずらりと並べられていました。
同項各号に並んだ事務の規定の外観だけを眺
めると、あたかも自治体が処理することがで
きる事務が限定列挙されているかのようにみ
えたところです。しかしながら同項において

「前項の事務を例示すると、概ね次のとおりで
ある」と書かれていたことから明らかなよう
に、同項にずらりと並べられていた事務は単
なる例示にすぎないものであり、実際に自治
体の権能について定めていた同条第２項の規
定によって、やはり自治体には包括的に幅広
い権限が認められていると解されていたとこ
ろです。日本においては自治体の権能を制限
的に解するような伝統が存在しておらず、逆
に、自治体は地域の総合行政主体として当然
に広範な事務を行うことができるし、またそ
うあるべきであるということが当然の前提と
して考えられてきたのではないかと思われる
ところです。

　アメリカと日本とでは、地方制度の歴史的、
文化的な背景も大きく異なっています。自治
体の権能に関するどちらの考え方が優れてい
るかなどということを議論することに意味は
ないと考えるところです。ただ一言感想を述
べるとすると、アメリカでは自治体が行って
いる仕事が時としてドラスティックに削減さ
れることがあります。消防や警察なども削減
の対象とされていることがあり、日本的な感
覚からすると、「そこまで削って大丈夫なの
か？」と少々心配になることもありますが、
アメリカでこのようなことが行われることに
ついては、自治体の権能についての考え方も
影響しているのではないかと思うところです。
そういう意味では、アメリカ流については日
本人にはなかなかなじめないところがあるの
ではないかと（日本人である私は）感じると
ころです。
　もっとも、Ａさんの回答の最後の部分、「自
分たちでお金を集めて、自分たちで必要なこ
とをやる」の部分については、日本において
大いに見習うべきものがあると思われるとこ
ろです。日本でも最近では事情が急速に変化
してきており、多くの方々によって「自分た
ちでお金を集めて、自分たちで必要なことを
やる」ということが行われるようになってき
ていると感じるところではありますが、この
点については、なお参考とすべきことがアメ
リカにはたくさんあると思うところです。
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